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【はじめに】 作業療法士（以下，OT）は本人の心身機
能の改善のみに捉われず，その人を取り巻く環境の調
整や整備にも重点を置き支援している．在宅サービス
を提供する介護支援専門員（以下，CM）や介護職等も
同様で，自立支援を考える上で福祉用具を活用する事
は，在宅生活の継続をも左右する欠かす事のできない
重要な視点である．こうした現状に基づき，筆者等は
介護保険制度の要である CM が福祉用具を貸与・購入
支援をしている状況及び活用状況を明らかにし，自立
支援に向けた福祉用具の活用に OT がどの程度関与し
ているか等の実態を明らかにする為調査を実施した．

【方法】 兵庫県内200か所の居宅介護支援事業所を無
作為に抽出し600名の CM へ選択肢と自由記述形式
を併用したアンケート調査を実施した．倫理的配慮と
しては，対象者にはアンケート依頼書にて十分な説明
の上，返信により同意を得た．

【結果】 238名の返送があり，未回答項目のない234
名（回答率39%）を分析対象とした．
　主たる基礎資格は，介護福祉士が69%, CM として
の経験年数は，10年以上が35% と最も多かった．
CM の平均担当人数は35.4人．要介護度別の内訳（平
均人数）は，要介護1（19.3）が最も多く，要介護2

（14.8），要支援2（9.5）の順であった．介護度別福祉
用具利用率は，要介護2（23%）が最も多く，要介護4

（20%），要介護3（19%）の順であった．CM 一人当
りの福祉用具別の利用者数（平均）は，特殊寝台・付
属品（1.4）が最も多く，車いす（1.1），手すり（1.0），
歩行器（0.9）の順であった．CM 一人当りの福祉用具
の購入者数（平均）は，入浴補助用具（0.7）が最も多
かった．福祉用具を活用する際の配慮点は，「利用者
の ADL や IADL の自立」38%, 「本人の安全確保のた
め」34%, 「介護者の負担軽減」18%, 「利用者の意欲の
向上」9%, 「社会参加」1%. 福祉用具を選定する時に

相談する職種は，福祉用具専門相談員と理学療法士が
多く，OT は全体の20%. 福祉用具導入のきっかけは，
利用者の「身体状況」と「住環境」が14%. 福祉用
具の見直しの有無は，「ある」が81%. 自立支援を目
的に福祉用具を変更した事があるかは，「ある」が
52%. OT が福祉用具や環境について提案と支援する
職種である事の理解については，「知っている」が
89%. 福祉用具を活用して自立支援を目指す為の今後
の連携・支援については，「他職種連携」が68%, 「支
援：専門性の向上，リハ専門職における支援体制」
が32% であった．

【考察】 今回の調査から，要介護2の利用者が最も福
祉用具を活用しており，CM は福祉用具を活用する際

「利用者の ADL や IADL の自立」や「本人の安全確
保」に配慮している事がわかった．また，約半数と
少ない結果ではあったが，自立支援を目的に福祉用具
を変更している事から，福祉用具を活用し少しでも自
立した在宅生活を続けられるよう生活課題の解決に取
組もうとしていると考えられる．一方，CM は OT が
福祉用具や環境等の提案と支援ができる職種であると
いう理解が高いにも関わらず，福祉用具を選定する際
に相談する職種が福祉用具専門相談員や理学療法士が
多かった事から，OT が福祉用具に関して十分に関与
できていない状況も考えられる．また，自立支援にお
いて福祉用具の活用は「他職種連携」が重要と認識
されている．日本作業療法士協会が作成した「医療・
介護連携に向けた福祉用具導入マニュアル」（2014.3）
の中でも，連携を行なうには生活目標を明確にし，そ
れを共有する事が必要とある．これを実現する為にも，
支援側の質の向上はもちろん，職種間の相互理解や支
援体制を構築し，利用者の身体状況に応じて適切な時
期にスムーズな能力評価と用具の選定を行なえるリハ
専門職との協業は重要と考える．
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